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まず、田中孝明会長が挨拶を述べられた後、田中会長の
もとに議事が進行されました。

はじめに第 １ 号議案の平成２０年度事業報告および決算報
告について、武藤敬運営委員長（核融合科学研究所）より
詳細な説明があり、その後、大陽日酸株式会社宇宙・低温
機器統括部　営業部副部長岡浩二郎氏より監査結果の報告
がなされ、了承されました。事業報告の中で、武藤運営委
員長から、例年同様、核融合科学研究会講演会、見学会を
開催したこと、研究所主催の国際土岐コンファレンス（平
成２０年１２月 ９ 日～１２日）の支援を実施したこと、また、総
合研究大学院大学の核融合科学専攻の学生や特別研究学生
に対し、奨学金や研究連絡打合せ旅費の援助や「夏の体験
入学事業」への支援を実施したこと、核融合科学研究所が
全国レベルで実施した核融合科学研究所のオープンキャン
パス（一般公開・平成２０年１０月２５日）にかかる費用の一部

に関して助成を行ったこと等が報告され、承認されました。
続いて、武藤運営委員長より、第 ２ 号議案の説明があり

ました。第 ２ 号議案では平成２１年度事業計画および収支予
算について、例年同様、核融合科学研究会主催の講演会や
見学会を企画、実施すること、総合研究大学院大学の核
融合科学専攻の学生や特別研究学生をサポートしていくこ
と、核融合科学研究所主催の国際土岐コンファレンスを支
援すること、核融合科学研究所のオープンキャンパスを昨
年同様支援すること等についての提案がされ、了承されま
した。

続く第 ３ 号議案では、会員企業の異動に伴う評議員の交
代等により、評議員の一部交代についての案が事務局より
提案され、新評議員が承認されました。

議事終了後、小森彰夫顧問（核融合科学研究所長）より、
研究所の活動状況について説明がありました。大型ヘリカ

核融合科学研究会の評議員会ならびに総会が、平成２１年 ５ 月２６日（火）土岐市の核融合科学研究所管理棟 4 階第一会議
室において、田中孝明会長（当時　中部電力株式会社取締役専務執行役員　技術開発本部長）をはじめとして、会員各社、
顧問の先生を御招きして、２９名の出席のもとに開催されました。

核融合科学研究会
平成２１年度評議員会・総会開催される
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核融合科学研究会　平成２１年度特別講演会
「地球温暖化問題と低炭素社会の構築について」

講師　筑波大学大学院システム情報工学研究科 教授　内山洋司 氏

�

核融合科学研究会では、平成２１年 ５ 月２６日（火）平成２１年度評議員会・総会の後、筑波大学大学院教授　内山洋司氏をお迎えして、
特別講演会を開催いたしました。内山先生は、東京工業大学大学院理工学研究科原子核工学専攻博士課程を修了されました。在学中にシャ
ルマース工科大学物理学科（スウェーデン）に留学の後、（財）電力中央研究所に入所され、ご在籍中には、米国電力研究所の客員研究
員、東京工業大学大学院客員教授を歴任されました。２０００年 ４ 月から現職に就かれました。２００２年から放送大学客員教授を兼務、経済産
業省総合資源エネルギー調査会、内閣府原子力委員会等における委員も務められるとともに、エレクトロヒートセンター副会長、エネルギー・資
源学会常任理事、日本工学アカデミー会員も務められ、学界・行政など幅広い分野でご活躍しておられます。ご専門も、エネルギーシステム分析、
技術評価、技術経済、リスク工学と幅広く、「エネルギー工学と社会（日本放送出版協会）」等著書も多数ございます。

内山先生は、IPCC の第四次評価報告書（AR ４）策定に当たり、温室効果ガスの排出抑制及び気候変動の緩和策の評価を行う第三
作業部会の委員として活躍され、IPCC のノーベル平和賞（２００７）受賞への貢献に対して感謝状が贈られています。

地球温暖化問題が取り沙汰され始めてから久しいが、そ
の解決に向けた取り組みにまさに火がついたのは、２００７
年ノーベル平和賞が、IPCC（Intergovernmental Panel on 
Climate Change：気候変動に関する政府間パネル）議長

の P.K.Pachauri 氏と、A.A. Gore 元米国副大統領に授与さ
れたことに拠るところが大きい。IPCC の AR ４ は、気候
システムに温暖化が起こっていること、その原因が温室効
果ガス（GHG：Green House Gas）起源（人為説）である

ル装置（LHD）についての報告を中心に研究所の現況に
ついて報告があり、会員の関心は非常に高く、熱心に説明
に聞き入っていました。

引き続き、特別講演会が開催されました。講師には筑波
大学大学院教授　内山洋司氏をお迎えし、「地球温暖化問
題と低炭素社会の構築について」と題し、低炭素社会を構
築していくために求められる対策、その実効性がどの程度
のものであるかについての貴重なお話を伺うことができま
した。（ご講演内容については、別掲をご参照ください。）

特別講演会終了後、総会出席者の他に核融合科学研究所
の職員、その他関係者なども集い、懇親会が開催されまし
た。会場には大型ヘリカル装置等に関するパネルなどが展
示され、会員が研究所員に質問するなど、相互の交流が図
られました。また懇親会終了後、希望する企業会員の方
には、核融合科学研究所職員の案内で、大型ヘリカル装置

（LHD）の見学ツアーも実施し、盛会のうちに終了いたし
ました。



❹ ことをほぼ断定している。このことは、第三次評価報告書
での「可能性が高い」という表現から大きく踏み込んだも
のとなっている。この質的変化は、モデリング、大規模シ
ミュレーションなどの研究を通じて、大気・海洋・陸域
間の複雑な相互作用の気候メカニズムへの影響の理解が進
んだことによる。中でも、人間でいえば表面の薄皮程度の
厚さしかない地球大気層（厚さ～４０km）がエネルギーバ
ランスに及ぼす影響の精度の高い理解・モデリングの進展
により、太陽活動のモデリング（太陽説）だけでは再現す
ることができない１９６０年代の全球平均気温の低下（脱硫装
置の不備・不足による硫化物の増加が原因と考えられる）、
その後１９７０年代からの気候温暖化傾向が再現できている。

気 候 変 動 問 題 に 関 し て、COP（Conference of the 
Parties：締約国会議）、サミットなど国際的枠組みでの議
論も続けられている。１９９７年の京都（COP3）議定書は、
２００８年から２０１２年の間に、先進国全体（Annex I）で１９９０
年レベルより GHG 排出量を５．２％削減することを求めて
いる。しかし、実情は、GHG 排出量はエネルギー消費、
経済活動との相関が強く、各国の利害が複雑に絡み合って
いる。日本の中でも、経済界は、９０年レベルに対して＋ ４ ％

（増加！）に抑えよう、いや、もっと高い目標を掲げる必
要がある（－２５％など）など、いくつものシナリオが議論
されているが、結局まとまらず、最後は首相に一任しよう、
などという流れになってしまう。主要国の削減目標に関し
ても、アメリカの離脱は有名であるが、他にも、石炭資源
を豊富に抱えるオーストラリアの離脱（現政権で再加入）、

経済状況が悪化していたロシアに対して再共産主義化阻止
のために目標設定を見送った経緯がある。排出権取引が、
金融バブルならぬマネーゲームに陥ってしまうことも懸念
されている。国際会合での投票では一国一票であることか
ら、EU の結束力を活用して、取り組みの方向性が EU 主
導になりがちで、これに対して他極が反発している側面も
あるなど、様々複雑な事情を抱えているのが実情である。
また、削減目標が課されていない Non-Annex I の国々の
近年の経済発展により、それらからの GHG 排出量は増加
しつつある。このような状況では、京都議定書の削減目標
の実現は非常に困難と言わざるを得ない。

ところで、人為的 GHG の起源に関して、世界と日本で
は大きな相違があることを強調したい。日本（２００５年）は、
GHG の９５％程度が二酸化炭素であるのに対して、世界規
模で見る（２００４年）とその割合は ６ 割程度となり、メタン

（主要起源：牧草地）約１４％、一酸化二窒素（農作地）約 ８ ％
という寄与がある。さらに、森林減少分を GHG 排出源と
換算すると、約１７％もの寄与がある。従って、GHG と言っ
ても必ずしも二酸化炭素のみの問題ではなく、日本と世界
では、気候変動に対する実効的な取り組み方、教育の仕方
が異なってくる。

世界の一次エネルギー供給の動向に目を向けてみ
る（IEA：国際エネルギー機関の２００７年 World Energy 
Outlook：WEO）。石油に続いて、石炭への依存度が高く

（２００５年：石油３５％、石炭２５％）、今後もそのシェアは大き
くは変わらないことが見込まれている。供給量は増加の一
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途であるので、シェアが変わらないということは、化石燃
料の使用量が増加していく一方であることを意味してい
る。中国では、２０００年現在で、一次エネルギー消費量の約
６ 割を石炭が占めており、東京電力が供給する電力（日本
の約 ４ 割）に相当する発電設備が毎年のように新設され
るという急速な発展を支えている。一次エネルギー構成と
しては、世界・日本ともに、石油依存度を小さくし、多様
化を図る方向ではあるが、化石燃料への依存度は全体とし
て大きくは変わらないであろうと見込まれている（WEO
２００７）。

このような状況の中、気候変動問題への我が国の対応と
しては、短期課題としては京都議定書の目標達成が挙げら
れるが、２００７年度時点で１９９０年レベルに比べて ９ ％の増加
となっており、先ほども述べたような状況から実現は困難
であると考えられる。これに代わって、長期課題として、「美
しい星５０」が、安倍首相（当時）によって、２００７年 ５ 月に
提唱された。これは、世界全体の GHG 排出量を２０５０年ま
でに現状レベルから半減させることを世界共通の目標にし
よう、という提案である。その実現のために、「革新的技
術開発」と「低炭素社会づくり」が盛り込まれている。そ
の具体策としては、産業構造の転換（サービス・情報産業
への転換、リサイクル産業、地産地消）などが挙げられて
いるが、それが過ぎれば、「ものづくり」の衰退も懸念さ
れる。「エコポイント」による高効率技術の民生部門への
普及促進、意識改革としてのエネルギー環境教育・広報活
動なども実効的であろう。

GHG 削減の効果を計る指標として、二酸化炭素削減ポ
テンシャルという考え方がある。在来型高効率技術、さら

に革新的技術開発に加えて、再生可能エネルギー（太陽光、
風力、バイオマス、水力）、原子力エネルギーによる効果
が試算されており、原子力エネルギーへの期待が大きいと
ころである。しかしながら、日本・世界ともに、原子力エ
ネルギー導入への理解が得られない、初期設備投資が大き
いなどの理由から、原子力発電所の新設が進みにくい状況
である。国民の理解が得られない原因として、教育不足や
マスコミの情報発信などが挙げられるであろう。危険と感
じられる活動や科学技術についての調査（P. Slovic 博士：
米国人対象）で、女性・大学生ともに、「原子力」という
回答が一位であったことは象徴的である。原子力発電につ
いての理解を得るためには、教育・広報・制度・技術を通
して、総合的な取り組みが必要である。

欧米においても低炭素化社会の構築に向けた取り組みが
行われている。２０２０年までの再生可能エネルギー導入の義
務目標の設定（欧州委員会「エネルギー・気候変動パッケー
ジ」２００８年 １ 月）、今後１０年間でガソリン消費を２０％削減

（米国「Twenty in Ten」イニシアティブ）、電力部門にお
ける再生可能エネルギーの一定量以上の利用義務付け（米
国「RPS」、ただし州単位での取り組みで、連邦レベルで
の導入は見送り）などがその例である。米国オバマ大統領
は、再生可能エネルギー、バイオ燃料、運輸部門でのハイ
ブリッド車の普及促進を柱とするエネルギー政策を打ち出
している。費用対効果の観点からは実効的ではないものも
あるが、産業波及効果は大きいと期待される内容となって
いるのが特徴であると言える。原子力エネルギーが含まれ
ていないが、原子力への積極的な取り組みを示していない
エネルギー省（DOE）長官の姿勢を反映したものであろう。



平素は、核融合科学研究会の活動に格別のご高配を賜りまして、ありがとうございます。
平成２１年度会費納入のお知らせをいたしましたところ、早速にお取り計らいくださいまして誠にありがとうございました。
会員の皆様に、厳しき情勢にもかかわらず、当研究会の活動をご理解いただき、深く感謝申し上げる次第です。
�当研究会では、今後もこれまで以上に事業内容を充実させ、会員の皆様にとって有意義な研究会でありつづけるように
努力してまいりたいと考えております。ご意見・ご感想などございましたら、お気軽にお寄せください。
今後とも、当研究会ならびに核融合科学研究所への一層のご理解ご支援をよろしくお願い申し上げます。
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核融合科学研究所の今年度の国際土岐コンファレンス

平成２１年１２月 ８ 日から１２月１１日まで、セラトピア土岐にて開催されます。
テーマは「プラズマと核融合研究における先進物理」です。
詳しくは、http://peras.nifs.ac.jp/itc19/center をご覧下さい。

日本においても、日本版「グリーン・ニューディール」
構想が、官民協力での国家プロジェクトとして打ち出され
ている。環境ビジネス市場規模を２０１５年に１００兆円規模に
する、２１世紀型持続的経済・産業システムへの転換によっ
て、２０１５年に２２０万人規模の雇用機会を提供することが大
きな柱となっており、それらを実現していくための政策も
打ち出されている。そのうちの一政策として太陽光発電普
及拡大に向けた新たな電力買取制度も設計されており、先
日、松山でのタウンミーティングで説明をしてきたところ
である。

これからの新エネルギー導入に当たって、安定供給・ク
リーン、分散型システム、新規産業や雇用の創出などが意
義として挙げられるが、一方で、エネルギー密度の低さ（太
陽光や風力は、熱機関に比べて、６ － ７ 桁も低い）、偏在性、
稼働率、供給変動といった課題もある。このため、コスト
低下、供給インフラの整備、制度設計による積極的支援が
重要である。

現代の経済活動と生活の快適さはエネルギー（化石燃料
に大きく依存）によって支えられているが、化石燃料には

資源枯渇と環境問題がある。その解決のためには、原子力
と再生可能エネルギーの導入を、その普及拡大への施策を
通して積極的に進める必要がある。日本の省エネルギー技
術と環境技術を国内外に普及していく仕組みづくりも求め
られている、というメッセージで講演は締めくくられた。

質疑応答の時間には、エネルギー・環境教育の重要性に
ついて、内山先生がご視察されたスウェーデンでの「ドリー
ムハウス」活動（子供たちが、身近な家庭生活を教材とし
て、そこで必要となる資源、エネルギーを考え、実際に配
線したりする実体験を行い、それに基づいて、地域・国家・
世界に向けて考える基礎を形成する）のご紹介がありまし
た。また、研究現場を真摯に公開して、ご覧になった方々
ご自身に安全性などについて判断いただくことの実効性に
ついてもお話がありました。

（文責：横山雅之　核融合科学研究所
　理論・データ解析研究系　准教授）


